
平 成 ２７ 年 度

高 根 沢 町 水 道 事 業 会 計 予 算 書



（総　　　　則）

第１条　平成２７年度の高根沢町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業 務 の 予 定 量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）　 戸

（２） ㎥

（３） ㎥

（４）

①　石綿セメント管更新事業 千円

②　市街地管網整備事業 千円

③　区画整理地区配水管布設事業 千円

④　上水道施設改良工事 千円

⑤　簡易水道施設改良工事 千円

平 成 ２ ７ 年 度 高 根 沢 町 水 道 事 業 会 計 予 算

給 水 戸 数

年 間 給 水 量

主要な建設改良事業

１１，４７２

２，４０８，８９９

６，５８２一 日 平 均 給 水 量

１０，０００

１１７，０００

６２，５００

１６，８０５

８，８５６
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（ ）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

支　　　　　　　　　出

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

第５項 千円

５６１，６３２

５４８，０１９

４７２，５５１

４２，８１７

予 備 費

５２２，９８６

２７，７９３

１０，８５１

２

２７，６０１

５０

５，０００

営 業 費 用

営 業 外 費 用

東部地区 簡易水道 事業費用

特 別 損 失

収 益 的 収 入 及 び 支 出

水 道 事 業 収 益

水 道 事 業 費 用

東部地区 簡易水道 事業収益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益



（ ）

第４条

収　　　　　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

支　　　　　　　　　出

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

１

当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額　１５，１１５千円、過年度損益勘定内部留保資金　１８０，２２３千円、減債積立金　

２７，７７１

１６，６５０

４，４００

資 本 的 収 入 及 び 支 出

資 本 的 収 入

出 資 金

負 担 金

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額　２９８，２６０千円は、

企 業 債 償 還 金 １０２，９２２

６，７２０

１０２，９２２千円で補てんするものとする。）

建 設 改 良 費 ２２３，１０９

資 本 的 支 出

国 庫 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

３２６，０３１
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（ ）

第５条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

（ ）

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

各項相互の間における経費の流用額が１００千円以内である場合

（ ）

第７条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額をこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に

流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 千円

（ ）

第８条 たな卸資産の購入限度額は、７，６１４千円と定める。

平成２７年　３月　３日　提出

高根沢町長　　加　藤　公　博

たな卸資産購入限度額

４９，０３１

予定支出の各項の経費の金額の流用

一 時 借 入 金

議会の議決を経なければ流用することのできない経費

職 員 給 与 費



１ ２９２

２ ２９５

３ ２９６

４ ３０２

５ ３０３

６ ３０５

７ ３０９

平成２７年度高根沢町水道事業会計予算に関する説明書

平 成 ２ ６ 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

平 成 ２ ７ 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

予 算 実 施 計 画

予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

給 与 費 明 細 書

平 成 ２ ６ 年 度 予 定 損 益 計 算 書

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書
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収　　入

1

1

1  上水道の水道料金

2

3  手数料、負担金、水道加入金等

2

1  預金利息

2  企業債利息償還に対する一般会計からの補助

3

4

5

6

3

1  簡易水道の水道料金

2

3  手数料、負担金

4

1

2

受 託 工 事 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

消 費 税 還 付 金

長 期 前 受 金 戻 入

給 水 収 益

雑 収 益

（単位　千円）

款

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

項

水 道 事 業 収 益 561,632

496,589

1

1

2

固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 損 益 修 正 益

平 成 ２ ７ 年 度 高 根 沢 町 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

予 定 額 備 考目

特 別 利 益

簡易水道事業収益

営 業 外 収 益

522,986営 業 収 益

東 部 地 区

10,651

1

199

1

24,851

10,851

26,396

1

1

1,662

1,277

27,793

1



　

支　　出

1

1

1  取水浄水設備の維持管理に要する経費

2  配水給水設備の維持管理に要する経費

3

4  事業活動の全般に関する経費

5  固定資産の減価償却費

6  固定資産の除却費

2

1

 企業債償還利息

2  消費税及び地方消費税納付額

3  その他雑支出

3

1  簡易水道設備の維持管理に要する経費

2  簡易水道の固定資産の減価償却費

3  簡易水道の固定資産の除却費

4

1

5

1

東 部 地 区

簡易水道事業費用

消 費 税

雑 支 出

（単位　千円）

企 業 債 取 扱 諸 費

32,466

11,114

備 考

減 価 償 却 費

水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

款 項 目

受 託 工 事 費

総 係 費

過 年 度 損 益 修 正 損

予 備 費

特 別 損 失

予 備 費

東 部 地 区 簡 易 水 道 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

資 産 減 耗 費

100

18,474

31,553

支 払 利 息 及 び

91,948

150

50

9,027

50

5,000

88,923

予 定 額

472,551

548,019

5,000

27,601

245,212

14,000

42,817

2
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収　　入

1

1

1  企業債元金償還等に対する一般会計からの繰出し

2

1  消火栓設置負担金

3

1  ライフライン機能強化等事業費補助金

4

1

支　　出

1

1

1  配水管布設替工事等に要する経費

2  東部地区簡易水道施設整備に要する経費

3  出庫水道メーター価額等

2

１  企業債償還元金

簡 易 水 道 改 良 費

営 業 設 備 費

有 形 固 定 資 産 売 却 代 金

目

企 業 債 償 還 金

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

（単位　千円）

負 担 金

国 庫 補 助 金

予 定 額

326,031資 本 的 支 出

出 資 金

負 担 金

国 庫 補 助 金

固定資産売却代金

款

資 本 的 収 入 及 び 支 出

102,922

102,922

上 水 道 改 良 費

6,720

1

1

項

項

備 考

16,650

目 予 定 額

16,650

27,771

7,948

223,109

206,305

8,856

款

4,400

6,720

4,400

出 資 金

資 本 的 収 入



(1)　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　原材料の購入、商品又はサービスの購入による支出

　　　人件費支出

　　　その他の事業支出

　　　貯蔵品の購入による支出

　　　営業収入

　　　負担金、補助金等収入

　　　小計

　　　利息の支払額

　　　利息の受取額

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

(2)　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　固定資産の取得による支出

　　　国庫補助金等による収入

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

(3)　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債の償還による支出

　　　出資金による収入

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高 ８０９，３４０千円

△２１７，１５９千円

１１，１２０千円

△２０６，０３９千円

△１０２，９２２千円

１６，６５０千円

△８６，２７２千円

６，３１７千円

２９３，５３５千円

△３１，５５３千円

１，６６２千円

２６３，６４４千円

△１３，１８０千円

平 成 ２ ７ 年 度 高 根 沢 町 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

△２８，６６７千円

８３８，００７千円

△４９，０３１千円

△１７１，８１１千円

△７，６１４千円

５２８，８５４千円
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 １  総    括

職 員 数

（ 人 ） 報 酬 給 料 手 当 計

損益勘定支弁職員
( )
6

24,051 16,973 41,024 7,827 48,851

資本勘定支弁職員

合 計
( )
6

24,051 16,973 41,024 7,827 48,851

損益勘定支弁職員
(1)
5

24,104 15,622 39,726 7,326 47,052

資本勘定支弁職員

合 計
(1)
5

24,104 15,622 39,726 7,326 47,052

損益勘定支弁職員
(△1)
1

△ 53 1,351 1,298 501 1,799

資本勘定支弁職員

合 計
(△1)
1

△ 53 1,351 1,298 501 1,799

( )内は、再任用短時間勤務職員の人数で外数です。

前年度

比 較

区 分

給 与 費

備 考

給   与   費   明   細   書

合 計

本年度

法 定 福 利 費

（単位　千円）



（単位　千円）

区 分

本 年 度 450 184 1,165 5,494 3,407 859

前 年 度 294 147 1,165 5,314 2,996 866

比 較 156 37 180 411 △ 7

区 分

本 年 度 300 5,114

前 年 度 4,840

比 較 300 274

 ２  給 料 及 び 手 当 の 増 減 額 の 明 細

区 分

給 料

38

△ 91

手 当 △ 98

1,449そ の 他 の 増 減 分

 説       明 備   考

昇 給 期 間 短 縮 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

増  減  事  由  別  内  訳

通勤85　勤勉40　退職手当△223

手 当 の 内 訳

扶 養 手 当

△ 53

1,351

増 減 額

普 通 昇 給 に 伴 う 増 加 分

時 間 外 勤 務 手 当通 勤 手 当

住 居 手 当 退 職 手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当管 理 職 手 当
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 ３  給 料 及 び 手 当 の 状 況

   ア  職員1人当たりの給与

　　イ　初　任　給

区　分 一　般　行　政　職

高校卒 142,100円 高校卒 142,100円 技能職 139,500円

短大卒 154,800円 短大卒 154,800円

大学卒 174,200円 大学卒 174,200円

技　能　労　務　職

平 成 26 年 1 月 1 日 現 在

52歳 8月

平 成 27 年 1 月 1 日 現 在

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

333,224円

369,512円

47歳 3月

平 均 年 齢

一　　般　　会　　計　　の　　制　　度

318,074円

344,158円

技　能　労　務　職

企　　業　　職

区　分 企　　業　　職 技　能　労　務　職

平 均 給 与 月 額

技能職 139,500円

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額



( )内は、再任用短時間勤務職員の人数で外数です。

1

2

（ ）

(     1     )

（ ）1　級

（ ）

（ ）

（ ）

区 分

企 業 職

技 能 労 務 職 技 能 主 事

主 任 主 事

技 能 主 事

2 級

   ウ  級別職員数　　　

1 級

主 事

労 務 主 事

区 分
企　　　　　　　業　　　　　　　職

平 成 27 年 1 月 1 日 現 在

1　級

2　級

3　級

技　　　　能　　　　労　　　　務　　　　職

級 級職 員 数 (人） （％）構 成 比 （人）職 員 数 構 成 比
（ ） （ ）

1 16.7

（ ）

1　級（ ）

（ ） （ ） （ ）2　級

1

3　級(          ) （ ）
33.2

16.7

2

5　級 （ ） （ ）
16.7

4　級 （ ） （ ）

6　級
（ ） （ ）

16.71

7　級
（ ） （ ）

（ ）

計(          ) （ ）
100.06

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

計

（ ）

(  100.0  ) 3　級40.0
（ ）

2　級

（ ）
20.01

（ ） （ ）
1 20.0

（ ）
5

(     1     ) (  100.0  )
100.0

（％）

参 事

（ ）

（ ）

（ ）

5 級 6 級4 級

計 （ ）

7 級

課 長 補 佐 課 長係 長

3 級

主 査

6　級

（ ） （ ）

（ ） （ ）
1 20.0

　（級別の標準的な職務内容）

計

平 成 26 年 1 月 1 日 現 在

3　級

4　級

5　級

1　級

2　級

7　級
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（Ａ） （人） 6 6

（Ｂ） （人） 3 3

（人）

（人） 1 1

（人）

（人） 2 2

（人）

（人）

比 率 （％） 50.0 50.0

（Ａ） （人） 5 5

（Ｂ） （人） 3 3

（人）

（人）

（人）

（人） 3 3

（人）

（人）

比 率 （％） 60.0 60.0

   エ  昇 給 

合　　　　　　　　計区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

8 号 級

4 号 級

本  年  度

6 号 級

3 号 級

企　　業　　職 技 能 労 務 職

3 号 級

4 号 級

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

（Ｂ）/（Ａ）

号 級 数 別 内 訳

1 号 級

2 号 級

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

前  年  度

（Ｂ）/（Ａ）

1 号 級

号 級 数 別 内 訳

2 号 級

6 号 級

8 号 級



   オ  期末手当・勤勉手当

職制上の段階、職務の

級 等 に よ る 加 算 措 置

(2.15)

4.10

(2.10)

3.95

(2.15)

4.10

   カ  定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 額 そ の 他 の

(月分） (月分） (月分） 加 算 措 置 等

（ 支 給 率 等 ）

   キ  その他の手当

(0.975)

1.90

(1.00)

1.975

(1.125)

2.05

(1.15)

2.125

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同　　　　じ

34.5825

34.5825

12月(月分）6月（月分）

(1.00)

1.975

(1.15)

2.125

区　　　　分

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

差 異 の 内 容

同　　　　じ

同　　　　じ

本 年 度

前 年 度

一 般 会 計 の 制 度

備 考

支　給　期　別　支　給　率

区 分 支給率計（月分）

区　　　　分

 定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

支 給 率 等 25.55625 49.59

25.55625

一 般 会 計 の 制 度

49.59

25 年勤続の者

(月分）

49.59

備　　　考

 栃木県市町村総合事務組合加入

 栃木県市町村総合事務組合加入49.59

有

有

有

 定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）
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（単位：千円）

左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 営業収益

平成25年度から 平成27年度から (48,968)

平成26年度まで 平成29年度まで 146,902 

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

平 成 24 年 度 包 括 的 民 間 委 託 259,040 146,902 

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支
払 義 務 発 生 予 定 額

事　　　項 限　度　額

96,575 



1 円 円 円

（１）  給 水 収 益

（２）  そ の 他 の 営 業 収 益

2

（１）  原 水 及 び 浄 水 費

（２）  配 水 及 び 給 水 費

（３）  総 係 費

（４）  減 価 償 却 費

（５）  資 産 減 耗 費

（６）  東 部 地 区 簡 易 水 道 費

3

（１）  受 取 利 息 及 び 配 当 金

　営　 業 　収　 益

　営　 業　 費 　用

　営　 業　 利　 益

２６，１３２，４２４

　営　 業 　外　 収　 益

１，９２９，２６９

９３，２６９，０７２

２５４，６０７，０００

５，００１，０００

４６９，７５９，３２４

８０，９１４，４０８

２９，５８５，１１５

平成２６年度高根沢町水道事業予定損益計算書

( 平 成 ２ ６ 年 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 ２ ７ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

４９４，１３８，４４４２４，３７９，１２０

４，６２９，４２５ ４６４，５５３，３２９
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（２）  他 会 計 補 助 金

（３）  雑 収 益

4

（１）  支 払 利 息 及 び

 企 業 債 取 扱 諸 費

（２）  雑 支 出

5

（１）  固 定 資 産 売 却 益

6

（１）  過 年 度 損 益 修 正 損

（２）  そ の 他 特 別 損 失

△７５７，５２５

１，４１８，０２４

３１，４３２，２６８

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

    経 　常　 利 　益 ２８，８２７，５９０

３４，７７９，５６１

　営　 業　 外 　費　 用

３４，０５６，９２２

１，４８０，１６４

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

　特　 別 　損　 失

５０，０００

　特　 別 　利 　益

３５，５３７，０８６

２，７２２，３９７ ２，７７２，３９７

２６，０５５，１９３

当 年 度 純 利 益 ２６，０５５，１９３

０

０ ０

△２，７７２，３９７



資 産 の 部

1 円 円 円 円

（１）  有 形 固 定 資 産

イ 土　 地

ロ 建　 物

減 価 償 却 累 計 額

ハ 構 　築　 物

減 価 償 却 累 計 額

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

ホ 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

ヘ 工具・器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

ト 建 設 仮 勘 定 ０ ０

　固 　定 　資 　産

１２６，４２９，１４４

２７０，５７７，２３４

平 成 ２ ６ 年 度 高 根 沢 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

( 平 成 ２ ７ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

１，２５５，７７８，８３７

９０７，５８０，８６４ ３４８，１９７，９７３

４，９９０，０００

１００，４５１，９５０ １７０，１２５，２８４

１０，３６２，８００，９９１

７，４１２，１１０

２，８３１，３２３，７５５ ７，５３１，４７７，２３６

５，９４４，５１９ １，４６７，５９１

４，７４０，５００ ２４９，５００
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2

（１）  現 金 ・ 預 金

（２）  未 収 金

 貸 倒 引 当 金

（３）  貯 蔵 品

（４）  そ の 他 流 動 資 産

負 債 の 部

3 　固 　定 　負 　債

（１）  企 業 債

固 定 負 債 合 計

５００，０００

８３８，００７，１９８

３，６０９，１１２

　流 　動 　資 　産

１７，１６０，０５４

１７，２１０，０５４

△５０，０００

８５９，２７６，３６４

有 形 固 定 資 産 合 計 ８，１７７，９４６，７２８

固 定 資 産 合 計 ８，１７７，９４６，７２８

１，２８０，３２４，２６８

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

１，２８０，３２４，２６８

９，０３７，２２３，０９２



4 　流 　動 　負 　債

（１）  企 業 債

（２）  未 払 金

（３）  引 当 金

（４）  そ の 他 流 動 負 債

5 　繰 　延 　収 　益

（１）  長 期 前 受 金

（２）  長 期 前 受 金

 収 益 化 累 計 額

資 本 の 部

6 　資　 本 　金

１０２，９２１，４６７

１９，３０７，３０１

負 債 合 計

１，１６１，７８８，０１１

流 動 負 債 合 計

３９９，７４４，２７９

繰 延 収 益 合 計

１４１，５５０，６９４

１５，９５２，９２６

３，８１６，２５７，００６

３，３６９，０００

７６２，０４３，７３２

２，１８３，９１８，６９４
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7 　剰　 余　 金

（１）  資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額

（２）  利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金

ロ 利 益 積 立 金

ハ 建 設 改 良 積 立 金

ニ 当年度未処分利益剰余金

２９，３７６，８０７

５７，２６５，２５０

資 本 剰 余 金 合 計 ７６，９３４，１１４

２２１，８２６，１８７

７６，９３４，１１４

２，６５１，６４５，０３４

９，０３７，２２３，０９２

２，９６０，１１３，２７８

剰 余 金 合 計 ３，０３７，０４７，３９２

資 本 合 計 ６，８５３，３０４，３９８

利 益 剰 余 金 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計



資 産 の 部

1 円 円 円 円

（１）  有 形 固 定 資 産

イ 土　 地

ロ 建　 物

減 価 償 却 累 計 額

ハ 構 　築　 物

減 価 償 却 累 計 額

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

ホ 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

ヘ 工具・器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

ト 建 設 仮 勘 定 ０ ０

４，７４０，５００ ２４９，５００

７，４１２，１１０

６，２８８，０４９ １，１２４，０６１

３，０４９，９４０，０２７ ７，４７４，２２３，９２６

１，２７９，５３９，０２２

９４６，７２４，０４９ ３３２，８１４，９７３

４，９９０，０００

１２６，４２９，１４４

２７０，５７７，２３４

１０６，０３４，６２０ １６４，５４２，６１４

１０，５２４，１６３，９５３

平 成 ２ ７ 年 度 高 根 沢 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

( 平 成 ２ ８ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

　固 　定 　資 　産
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2

（１）  現 金 ・ 預 金

（２）  未 収 金

 貸 倒 引 当 金

（３）  貯 蔵 品

（４）  そ の 他 流 動 資 産

負 債 の 部

3 　固 　定 　負 　債

（１）  企 業 債 １，１７４，８２９，６２６

固 定 負 債 合 計 １，１７４，８２９，６２６

流 動 資 産 合 計 ８３０，５４６，２８２

資 産 合 計 ８，９２９，９３０，５００

△５０，０００ １７，０９７，０００

３，６０９，１１２

５００，０００

８，０９９，３８４，２１８

　流 　動 　資 　産

８０９，３４０，１７０

１７，１４７，０００

有 形 固 定 資 産 合 計 ８，０９９，３８４，２１８

固 定 資 産 合 計



4 　流 　動 　負 　債

（１）  企 業 債

（２）  未 払 金

（３）  引 当 金

（４）  そ の 他 流 動 負 債

5 　繰 　延 　収 　益

（１）  長 期 前 受 金

（２）  長 期 前 受 金

 収 益 化 累 計 額

資 本 の 部

6 　資　 本 　金 ３，８１６，２５７，００６

４２４，５９５，８３０

繰 延 収 益 合 計 ７６４，９６１，９２５

負 債 合 計 ２，０８２，１３４，８０８

流 動 負 債 合 計 １４２，３４３，２５７

１，１８９，５５７，７５５

１０５，４９４，６４２

１３，６９０，３１４

３，３６９，０００

１９，７８９，３０１
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7 　剰　 余　 金

（１）  資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額

（２）  利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金

ロ 利 益 積 立 金

ハ 建 設 改 良 積 立 金

ニ 当年度未処分利益剰余金

８，９２９，９３０，５００

剰 余 金 合 計 ３，０３１，５３８，６８６

資 本 合 計 ６，８４７，７９５，６９２

利 益 剰 余 金 合 計 ２，９５４，６０４，５７２

２，７２３，００２，６０２

負 債 ・ 資 本 合 計

１４４，９５９，９１３

２９，３７６，８０７

５７，２６５，２５０

７６，９３４，１１４

資 本 剰 余 金 合 計 ７６，９３４，１１４



注記事項

Ⅰ　重要な会計方針

１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

量水器 先入先出法による原価法

材料　　　　　先入先出法による原価法

２　固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物（簡易建物を含む） ４～５０年

構築物 １０～６０年

機械及び装置 ６～２２年

車両及び運搬具 ４～６年

工具器具及び備品 ５～２０年

３　引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

　　職員の退職手当に係る負担金は、「高根沢町企業職員の退職手当に係る負担金の取扱いに関する覚書」に基づき、栃木県市町村総合事務組合

　への一般負担金のみを水道事業が負担し、追加的な費用は全て一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

（２）賞与引当金

　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の

　負担に属する額（12月から翌年３月までの4か月分）を計上している。
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（３）貸倒引当金

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。

４　消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　その他の注記

（１）引当金の取り崩し

　イ　賞与引当金

　　　当年度において賞与（期末手当、勤勉手当）を支給するため、また賞与に係る法定福利費を支出するため、賞与引当金を取り崩す予定である。

　ロ　貸倒引当金

　　　当年度において水道料金を不納欠損するため、貸倒引当金を取り崩す予定である。



収　　　入 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1. 水道事業収 561,632 547,997 13,635

益
1. 営業収益 522,986 532,208 △ 9,222

1. 給水収益 496,589 507,085 △ 10,496 水道料金 496,589 料金水量　2,352,694㎥ 496,589

2. 1 1 0 給水工事金 1 給水工事金 1

3. 26,396 25,122 1,274 手数料 345 給水装置工事設計審査手数料外 345

負担金 4,844 消火栓維持管理負担金 4,844

水道加入金 11,664 新規加入　66件 11,664

9,542 下水道使用料徴収業務受託費 9,542

雑収益 1 雑収益 1

2. 営業外収益 27,793 3,402 24,391

1. 1,662 1,980 △ 318 預金利息 1,662 預金利息 1,662

2. 1,277 1,419 △ 142 1,277

1,277

3. 1 1 0 1 他会計負担金 1

平成27年度高根沢町水道事業会計予算明細書

節
款 項 目

収　益　的　収　入　及　び　支　出

他会計補助
金

他会計負担
金

受取利息及
び配当金

他会計負担
金

統合前の簡易水道事業の建設改良のために発
行された企業債の償還利息に対する一般会計
からの補助

他会計補助
金

その他受託
収益

受託工事収
益

比 較 説　　　　　　明

その他の営
業収益

区 分 金 額
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収　　　入 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

4. 1 1 0 1 消費税還付金 1

5. 雑収益 1 1 0 1 その他雑収益 1

6. 24,851 0 24,851 24,851 長期前受金戻入 24,851

3. 10,851 12,385 △ 1,534

1. 給水収益 10,651 12,185 △ 1,534 水道料金 10,651 料金水量　56,205㎥ 10,651

2. 1 1 0 給水工事金 1 給水工事金 1

3. 199 199 0 手数料 1 手数料 1

負担金 196 消火栓維持管理負担金 196

水道加入金 1 水道加入金 1

雑収益 1 雑収益 1

4. 特別利益 2 2 0

1. 1 1 0 1 固定資産売却益 1

2. 1 1 0 1 過年度損益修正益 1

固定資産売
却益

過年度損益
修正益

東部地区簡
易水道事業
収益

固定資産売
却益

過年度損益
修正益

受託工事収
益

その他の営
業収益

長期前受金
戻入

説　　　　　　明
区 分 金 額

消費税還付
金

消費税還付
金

その他雑収
益

長期前受金
戻入

款 項 目 比 較
節



支　　　出 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1. 548,019 528,592 19,427

1. 営業費用 472,551 456,050 16,501

1. 88,923 90,545 △ 1,622 光熱水費 113 水源地電気料 113

動力費 22,629 水源地・浄水場機械装置運転に係る電力料 22,629

修繕費 11,496 水源地・浄水場設備の修繕等に係る費用 11,496

保険料 2,546

2,546

委託料 12,917 水源地・浄水場の施設管理委託 12,917

賃借料 92 水源施設用地借上料 92

受水費 39,130 県企業局鬼怒用水供給事業からの受水費 39,130

2. 32,466 29,776 2,690 備消品費 565 配水施設の維持管理に係る備消耗品費外 565

光熱水費 194 配水場電気料 194

動力費 3,564 配水場機械装置運転に係る電力料 3,564

修繕費 6,707 配水設備等の修繕に係る費用 6,707

材料費 1,000 配水管修繕工事等に係る材料費 1,000

手数料 3,262 検定満了量水器交換手数料 3,262

保険料 791 配水施設の建物及び機械設備に係る保険料 791

委託料 10,720 配水場の施設管理委託外 10,720

賃借料 1,343 配水場・配水管埋設用地借上料 1,343

路面復旧費 4,320 道路舗装復旧費用 4,320

節

水道事業費
用

取水・浄水施設の建物及び機械設備に係る保
険料

原水及び浄
水費

配水及び給
水費

款 項 目 比 較 説　　　　　　明
区 分 金 額

－317－



－318－

支　　　出 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

3. 受託工事費 2 2 0 修繕費 1 修繕費 1

材料費 1 材料費 1

4. 総係費 91,948 94,184 △ 2,236 給料 24,051 6名分 24,051

手当 14,295 扶養手当 450

通勤手当 184

住居手当 300

時間外勤務手当 859

管理職手当 1,165

期末手当 3,772

勤勉手当 2,271

児童手当 180

退職手当負担金 5,114

法定福利費 7,316 共済組合負担金 7,258

公務員災害補償基金負担金 58

賞与引当金 3,369 期末・勤勉手当に備えるため、引当金に繰り入れる額 2,858

繰入額 511

貸倒引当金 50 債権の不納欠損に備えるため、引当金に繰り入れ

繰入額 る額 50

旅費 44 研修等に係る交通運賃・宿泊料 44

備消品費 700 事務用の備消耗品費 700

燃料費 221 公用車燃料費 221

印刷製本費 126 郵送用封筒外 126

光熱水費 732 上下水道事務所電気料外 732

修繕費 200 公用車の車検整備費用外 200

通信運搬費 1,865 水道料金等納入通知書郵送料外 1,865

法定福利費（賞与分）に備えるため、引当金に繰り入れる額

説　　　　　　明款 項 目 比 較
節

区 分 金 額



支　　　出 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

手数料 1,711 コンビニ収納に係る取扱手数料外 1,711

保険料 164 公用車に係る保険料外 164

委託料 31,835 上下水道事業料金関係業務委託外 31,835

使用料 4,924 事務機器等使用料外 4,924

会費負担金 153 日本水道協会本部会費 101

日本水道協会関東地方支部会費 20

日本水道協会栃木県支部会費 6

矢塩地区水道整備促進協議会負担金 8

消費税研修宿泊費負担金 18

研修費 165 研修受講料 165

公課費 27 公用車車検時自動車重量税 27

5. 減価償却費 245,212 236,543 8,669 245,212 有形固定資産に係る減価償却費 245,212

6. 資産減耗費 14,000 5,000 9,000 14,000 老朽管更新等に伴う除却費 14,000

2. 営業外費用 42,817 41,607 1,210

1. 31,553 34,057 △ 2,504 企業債利息 31,553 企業債の償還利息 31,553

2. 消費税 11,114 7,400 3,714 消費税 11,114 消費税及び地方消費税納付額 11,114

3. 雑支出 150 150 0 150 150

説　　　　　　明
区 分 金 額

固定資産除
却費

有形固定資
産減価償却
費

節
款 項 目 比 較

その他雑支
出

支払利息及
び企業債取
扱諸費

－319－



－320－

支　　　出 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

3. 27,601 25,791 1,810

1. 9,027 7,726 1,301 備消品費 32 東部地区水道施設維持管理に係る備消耗品費 32

光熱水費 100 東部地区浄水場・配水場電気料 100

動力費 1,296 東部地区浄水場機械装置運転に係る電力料 1,296

修繕費 2,000 東部地区水道施設の修繕に係る費用 2,000

材料費 100 東部地区配水管修繕工事等に係る材料費 100

保険料 882

882

委託料 2,457 東部地区浄水場・配水場の施設管理委託外 2,457

路面復旧費 2,160 道路舗装復旧費用 2,160

2. 減価償却費 18,474 18,064 410 18,474 有形固定資産に係る減価償却費 18,474

3. 資産減耗費 100 1 99 100 固定資産除却費 100

4. 特別損失 50 144 △ 94

1. 50 144 △ 94 50 水道料金過年度更正 50

5. 予備費 5,000 5,000 0

1. 予備費 5,000 5,000 0 予備費 5,000 予備費 5,000

東部地区水道施設の建物及び機械設備に係る
保険料

過年度損益
修正損

有形固定資
産減価償却
費

固定資産除
却費

説　　　　　　明
節

区 分 金 額

過年度損益
修正損

東部地区簡
易水道事業
費用 東部地区簡

易水道費

款 項 目 比 較



収　　　入 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1. 資本的収入 27,771 33,959 △ 6,188

1. 出資金 16,650 16,658 △ 8

1. 出資金 16,650 16,658 △ 8 16,650

16,650

2. 負担金 4,400 7,700 △ 3,300

1. 負担金 4,400 7,700 △ 3,300 4,400 消火栓設置に伴う一般会計負担金 4,400

3. 国庫補助金 6,720 9,600 △ 2,880

1. 国庫補助金 6,720 9,600 △ 2,880 6,720 ライフライン機能強化等事業費補助金 6,720

4. 1 1 0

1. 1 1 0 1 固定資産売却代金 1

資　本　的　収　入　及　び　支　出

節

固定資産売
却代金

有形固定資
産売却代金

統合前の簡易水道事業の建設改良のために発
行された企業債の償還元金に対する繰出し外

一般会計出
資金

消火栓設置
費負担金

水道水源開
発等施設整
備費国庫補
助金

有形固定資
産売却代金

款 項 目 比 較 説　　　　　　明
区 分 金 額

－321－



－322－

支　　　出 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1. 資本的支出 326,031 358,253 △ 32,222

1. 建設改良費 223,109 257,835 △ 34,726

1. 206,305 244,000 △ 37,695 委託料 9,500 配水管布設替工事等に係る監督委託外 9,500

工事請負費 196,805 配水管布設替工事外 196,805

2. 8,856 5,100 3,756 工事請負費 8,856 東部地区浄水場送水ポンプ交換工事外 8,856

3. 営業設備費 7,948 8,735 △ 787 量水器費 5,950 出庫量水器価額 5,950

1,998 公用車購入 1,998

2. 102,922 100,418 2,504

1. 102,922 100,418 2,504 元金 102,922 企業債の償還元金 102,922

車両運搬具
購入費

款 項 目 比 較

企業債償還
金

企業債償還
金

説　　　　　　明
区 分 金 額

節

上水道改良
費

簡易水道改
良費



１５，１１５千円

１８０，２２３千円

１０２，９２２千円減債積立金

　　　資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額　２９８，２６０千円は、次により補てんするものとする。

過年度損益勘定内部留保資金

当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額

－323－


